





















































































































































































































































































































































































































































昭和45年 19．3 34．0 46．6
55年 10．9 33．6 55．5
就業人口の








サービス 商　　品 サービス 商　　品
昭和45年 34．2 65．8 39．1 60．9




第1次産業 第2次産業 第3次産業 第1次産業第2次産業 第3次産業
昭和45年 6．0 43．1 50．9 6．1 39．7 54．3
55年 3．7 38．2 58．1 3．7 42．3 54．0
国内総生産の
N平均増加率 一 一 一 0．0 5．9 5．2
（資料）『国民所得年報』（企画庁）
い（表2，表3）。
　第二に，第3次産業の中でも急速に成長・拡大してきたのは対事業所関連
分野であるが，これが説明できない。
　第三に，医療・福祉，余暇関連サービスの増加は説明できても，文化，生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）活関連サービスの成熟，運輸サービスの衰退などが説明できない。
　第四に，確かに，就業者1人当りの生産性の上昇率に，第2次と第3次産
業に倍近い格差があることが観察されている（第1表と第3表を用いて計
算すると，第2次のそれは5．4％，第3次のそれは2．8％であった）。従って，
最終需要の構成比が第2次と第3次で同じであっても，経済成長にともなっ
て就業構造の面では，第3次産業のウェイトが高まる。また，第2次と第3
次産業の賃金水準に大きな格差がなければ，賃金上昇につれて，サービス価
格の上昇をまねき，第2次と第3次産業の名目値と実質値の乖離をも説明す
（8）第二，第三点の実証データは，近刊のNIRAの報告書を参照されたい。
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ることが出来る。このような結論は，ある意味でサービス経済化現象を否定
することになるが，サービス生産額の実質化には質の変化が反映されていな
いために，第2次と第3次産業の労働生産性の上昇率にそれほど大きなギャ
ップがあるのかどうか，疑問が残る。
　（2）D．ベル説
　ベル〔1〕は，脱工業化社会（生産力が高度に発達した社会）では，経済
部門の中心は財貨生産部門からサービス生産部門へ移行し，職業分布では専
門職・技術職層が優位性を占めて，技術革新と理論的知識が社会の基軸原理
となる，と主張した。しかし，何故サービス経済化するのかについては，ク
ラークに依拠して多くを語っていない。ベルがクラーク以上に付加したもの
があるとすれば，価値観の変化であろう。ベルは，脱工業化社会では，人々
の価値観が経済効率を重視する経済様式から共同体倫理を重視する社会学化
様式（sociologising　mode）に変わると主張する。その結果，保健，教育，
研究，政府に対するサービス・ニーズが決定的になるという。ベルの議論は事
実認識と予見とが混同されていて科学的とは言えないが，事実認識に限れば，
幾つかの疑問がある。例えば，日本経済のサービス経済化が急速に進んだ昭
和50～56年にかけて，ベルが重要と考えた保健，教育，研究，政府の各サー
ビス部門のうち，医療・福祉は上昇しているが，文化関連，公務は停滞して
いる。これはきわめて短期の観察ではあるが，次に紹介するジャシューニ一
説は，消費需要の「財からサービスへ」のシフト説に対して，真正面から反
証している。
　（3）J．ジャシューニー説
　ジャシューニー〔5〕は，1954年～74年までのイギリスの家計支出調査を綿
密に検討した結果，サービスへの支出割合は，医療と教育を例外とすれば，実
際にはかなり減少しており，全体的な消費パターンは，むしろ，「サービスから
財へ」シフトしていることを見出した。現に，所得が上昇するにつれて，
映画はテレビに，クリーニングその他の個人サービスは家電製品に，運輸サ
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一ビスは自動車に代替されてきた。医療や教育が例外たりえたのは，売手と
買手の保守性と固有の技術上の困難性にあったが，これも技術革新によっ
て，将来は例外たりえない。その結果，家庭外から購入されていたサービス
は，耐久消費財を用いて家庭内で生産されるセルフサービス経済へ移行する，
と冨つ。
　それでは，就業構造，職業構造のサービス経済化とのギャップをどう説明
するのか。彼によると，これらは財の生産を効率化するサービス分野（流通，
対事業所関連サービス）または職業分野（管理職，専門・技術職）で主とし
て生じており，、将来は，雇用のサービス経済化と消費のサービス経済化は，
全く，無関係となるだろう，と予測している（J．Gershuny〔5〕pp．137－
140）o
　筆者は，クラーク・ベル説のように，消費需要に階層構造を仮定して，エン
ゲル係数の延長上に，「財からサービスへ」のシフトを想定しないし，又，ジャ
シューニーのように，逆に，「サービスから財へ」シフトするという技術革新至
上主義の立場もとらない。さらに言えば，トータルとしての財とサービスの構
成比率の変化のみならず，サービス産業内部の構成変化をも同時に説明出来
るフレームを構成して，それとの関連で要因を探す必要があると考えている。
　（4）本論の仮説
　筆者はこれまでに，サービス経済化を，サービスの取引が相対的に重要に
なることと，取引的な観点から定義した。又，サービスの：取引が増大するに
は，耐久的な有用な資源の蓄積が前提になることを指摘したが，これらが何
故サービスとして取引されるかを説明するために，ここで二つの仮説を導入
する。
①経済発展過程において実質賃金（所得水準）が上昇するにつれて，
　　人々が所有している財のサービスの機会費用の意識化が進む。
②サービスでしか取引しにくい様々な資源（販路知識，ノウハウな
　　ど）が，経済発展につれて蓄積されてくる。
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　前者は人間の行動に関する仮説で，例えば，賃金水準が上昇するにつれて，
主婦労働の機会費用は大きくなり，主婦は働きに出て得られる収入と家事サ
ービスを外部から購入した場合の費用を比較するようになる。そしてこの差
がプラスならば，主婦の労働力は，サービスの取引として顕在化されてくる。
その一方で，家事サービスは外生化されることになる。このようなサービス
経済化のルートを④サービスの価値の顕在化と，◎サービスの外生化という
概念でとらえることが出来る。主婦労働における機会費用の意識化は，賃金
レベルが上昇すればするほど，又，高学歴化（知的資源の獲得のための投下
コストの増加〉が進めば進むほど，又，購入可能な家事サービスの価格が低
下すればするほど進むことになる。けれども，家事サービスに代替しうる財
部門の技術革新や欲するサービスの水準などにも影響されて，機会費用の意
識化は必ずしもサービス支出割合の増加をもたらさないかもしれないが，
内生化又は外生化のパターンを決める上で重要である。
　機会費用の意識化による④サービスの価値の顕在化や◎サービスの外生
化は企業間においても進展する。例えば，企業の調査や広告・宣伝などの間
接部門のサービスは，もっぱら当該企業のために利用され，その費用は間接
費として意識されてきたにすぎない。ところが経済が高度化されるにつれて，
そのようなサービスに対するニーズが高まると同時に，賃金水準の上昇がそ
のようなサービスの機会費用を直接的に意識させるようになる。その結果，
企業は調査・広告部門を独立させ，自らもそのサービスを購入すると同時
に，外部から安価に調達できるサービスは積極的に外注するようになる。む
ろん，このようなサービス部門の独立による専業化，専門化は，サービス生
産の効率の向上（反復・経験による学習，情報のプールによる効果）や技術
開発力の向上に結びつく。その上，より大きな市場を獲得することによって，
需要変動のある程度の危険分散が可能になるので，サービスの生産は一層効
率的となる。このようなサービス価値の顕在化の対象となりうるものは，情
報ネットワークの開放，流通ネットワークの活用，社員教育部門の独立，研
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究開発部門の受託検査等々，色々と考えられる。
　他方，サービスの外生化の対象となるものは，日常的に必要としない諸々
の対事業所サービス，投資リスクの大きい資本財のリースなど，外部調達と
内部調達のコスト比較で決められる。
　さらに，レジャー，スポーツに対する関心の高まりも，人間が特定時点で
所有している生涯時間（ストック）の使い方に対する機会費用の意識化から
　　　　　（9）
説明できる。
　第二の仮説は，蓄積される資源の性格に関する仮説である。特に生産が高
度化されるにつれて，知識が蓄積されてくるが，知識は，労働サービスか情
報サービスによって，容易に伝達できる。けれども知識の所有者からその買
手に所有を移すことは不可能である。人はある人に何かを教えたからと言っ
て，その知識をすべてなくしてしまうわけではない。その結果，情報を受け
取った入は，全て，それを共有することになる。従って，稀少価値をもつ知
識は最初の所有者に所有権を与え，その後に情報を受けとった人に対して，
使用を何らかの形で制限するのでない限り，全て，秘匿されることになる。
知識に関連した無形の財は，逆に，どのような所有権を与えるかによって，
その社会的活用度が決められてしまう。ともあれ，人間は学習し創造する動
物である限り，そして価格は稀少性のバロメーターである限り，このような
知識に対する社会的ニーズは高まり蓄積されてくる。これらに適切な所有権
を設定できれば，情報や知的労働力の取引は活発になるだろう。企業間で生
（9）賃金水準の上昇につれて，貨幣の限界効用が低下するので，単位時間当りの労働サ
　ービスの提供によって得られる純便益は，レジャーに投入した場合に得られる純便益
　に比較して相対的に低下する◎その結果，労働時間そのものの機会費用が高まり，レジ
　ャーへの需要を誘発する。このような時間の使用方法に関する機会費用の意識化は，
　所得水準の上昇につれ，又，残された生涯時間の期待値が少なくなるにつれて，高ま
　るだろう。その結果，生涯時間の期待値を高めるスポーツやレジャーに対する関心が，
　持に高まる。
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じる知的サービスの取引は，パテント・ノウハウ，ソフトウェア，データな
どの使用権又は情報の提供などであろう。家計と企業もしくは公共部門聞で
は，放送，医療，文化，教育などのサービスがこの範ちゅうに入る。
　この仮説の検証はNIRAの研究の岡山編で行われ，一応，肯定的な結果が
得られた。
引　用　文　献
〔1〕Bell　D．，　The　Coming　of　Post－industrial　Society，　Basic　Books，1973；内田忠
　夫他面『脱工業社会の到来』（ダイヤモンド社）昭和50年。引用ページは訳本。
〔2〕Clark　C．，　The　Conditions　of　EcDnomic　Progress，　Macmillan，1951；大川一司
　他訳『経済進歩の諸条件』（月草書房）1954。引用ページは訳本。
〔3〕Fisher　L，The　Nature　of　Capital　and　lncome，1906；Reprinted　by　A．　M．　Kelley，
　1965．
〔4〕Fuchs　V，　R．，　The　Service　Economy，　NBER，1968；江見康一訳「サービスの経
　済学』（日本経済新聞社）昭和49年。引用ページは訳本。
〔5〕Gershuny　J．，　After　Industrial　Society，　Macmillan，1978．
〔6〕橋本介三「サービス経済化現象をどう妃るか」『岡山経済』（岡山経済研究所）V。1，7，
　No．81，　1984，　9月。
〔7〕井原哲夫「サービス経済学入門』（東洋経済新報社）昭和54年。
〔8〕公文俊平『社会システム論』（日本経済新聞社）昭和53年。
〔9〕Marshall　A．，　Principles　of　Economics，9th　ed，，　Macmillan，1961．
〔10〕村上・熊谷・公文『経済体制論』（岩波書店）1973。
〔11〕Stigler　G．　J，，　Trends　in　Employment　in　the　Service　Industries，　NBER，
　Princeton　U．　P．1956．　　　　　　　　　ラ〔12〕田中滋・野村清『サービス産業の発想と戦略』（電通）1983年。
一234　一
